【第４回人事評価制度の実施に関する全国交流集会議案より】
2014年度新たな人事評価制度に関する調査結果

　Ⅰ　調査概要

　能力・実績主義を柱のひとつとする国家公務員法改正と、それに基づく2009年10月からの国家公務員における人事評価制度の本格実施、勤務実績の給与への反映を含む給与構造改革の推進などを背景に、各自治体においては急速に新たな人事評価制度の検討、試行、実施が広がりを見せている。総務省は、2009年３月に評価結果の具体化に特徴をおいた「地方公共団体における人事評価の活用等に関する研究会報告書」、2011年３月に制度運営上の課題に関する「地方公共団体における人事評価制度の運用に関する研究会報告書」、2013年３月に評価結果の給与等への反映等に関する「平成24年度地方公共団体における人事評価制度の運用に関する研究会報告書」をそれぞれまとめるとともに、自治体に情報提供するなど、人事評価制度の取り組み推進を求めている。さらに、第186回通常国会に地方自治体に人事評価制度の導入を原則義務づける地公法改正案の提出が見込まれ、人事評価制度導入の動きは一層加速することが予想されている。

　こうした情勢に対応すべく、人事評価制度の検討・実施状況や評価制度・基準、運用状況、苦情処理制度の整備状況、労働組合の関与・参画の状況などの４原則２要件の充足具合について実態把握し、課題を整理するため、自治労加盟のすべての自治体等単組（事務組合・広域連合を含み、公共民間を除く）を対象に、2012年に続き、第４回目の調査を実施した。調査基準日は2013年12月１日。なお、ひとつの自治体に複数の自治労単組がある場合（例えば非現業組合、現業組合、病院組合など）は、これらの単組間で調整のうえひとつの単組が調査票を記入し、提出することとしたが、一部の自治体で、複数単組からの提出があった。2014年２月20日現在、1,141単組から提出があり、団体区分別には、都道府県42、県都・政令市43、都市・特別区526、町村545だった。なお、事務組合・広域連合単組については88単組から提出があった。

　Ⅱ　結果概要

　以下、それぞれの項目ごとに調査結果の分析を行うが、必要に応じて2012年との比較を行うこととする。

　なお、事務組合・広域連合単組については回答総数が限られているため、個別には分析を行わない。

1.　新たな人事評価制度の実施状況

　　新たな人事評価制度を実施（管理職など一部の職員層にのみ導入している場合も含む）しているのは29％（327単組）（＊（ ）内は該当単組数、以下同じ）、試行しているのは19％（217）であり、回答のあった単組のうち約半数で実施・試行されている。また、実施を検討しているのは17％（199）、今のところ予定していないのは35％（398）である。実施・試行している割合は、前回と同数となった（表１－１）。自治体区分別の実施・試行状況は、都道府県が74％（31／42単組）、県都・政令市が74％（32／43単組）、都市・特別区が58％（306／526単組）、町村は30％（161／545単組）であった。

表１－１

	団　体　区　分
	1.　すべての自治体単組に伺います。(２)新たな人事評価制度を実施していますか？

	
	実施している（一部の職員層に導入している場合も含む）
	試行している（一部の職員層に導入している場合も含む）
	検討している
	今のところ予定していない

	都道府県
	28
	3
	3
	8

	県都・政令市
	25
	7
	1
	4

	都市・特別区
	185
	121
	82
	97

	町　　　　　　村
	82
	79
	108
	239


	事務組合広域連合
	7
	7
	5
	50

	総合計
	327
	217
	199
	398

	
	
	
	
	

	総合計÷回収単組数（1141）
	29％
	19％
	17％
	35％

	2012年調査総合計
	25％
	23％
	18％
	35％


　　新たな人事評価を実施・試行していない単組に対しては、昇任がどのような評価に基づくものなのかが明らかになっているかを聞いたところ、明らかになっているのはわずか６％しかなかった。また同様に、地方公務員法第40条に規定されている勤務評定制度が実施されているか、また、内容が明らかになっているかとの問に対しては、実施され、内容も明らかとしたのは10％にすぎず、37％が実施されているが内容が明らかでないか、実施されているかどうか明らかでないと回答している。実施されていないのは49％となっている（表１－２）。

表１－２

	団　体　区　分
	4.　新たな人事評価制度を実施・試行していない自治体単組に伺います。

	
	(１)部長、課長、係長、主任等への現行の昇任は、どのような人事評価に基づき行われているか、職員に明らかにされていますか？
	(２)勤務評定制度（地方公務員法第40条）は実施されていますか？　また、その内容は明らかにされていますか？

	
	明らかにされている
	明らかにされていない
	実施されている。内容は明らかにされている
	実施されているが、内容は明らかではない
	実施されているかどうか明らかではない
	実施されていない

	都道府県
	0
	10
	1
	4
	1
	4

	県都・政令市
	1
	4
	2
	2
	0
	1

	都市・特別区
	12
	156
	28
	61
	31
	60

	町　　　　　　村
	20
	305
	27
	43
	62
	196

	事務組合広域連合
	5
	45
	3
	7
	9
	30

	総合計
	38
	520
	61
	117
	103
	291

	
	
	
	
	
	
	

	総合計÷未実施単組数（597）
	6％
	87％
	10％
	20％
	17％
	49％

	2012年調査総合計
	7％
	86％
	11％
	20％
	18％
	43％


2.　人材育成計画の策定・実施

　　これ以降の設問は、新たな人事評価を実施・試行している544単組に回答を求めた。職員は性別・年齢・障害・国籍による差別を受けることなく、平等に能力開発の機会を与えられなければならない。評価によって能力を把握し、優れた部分をより充実させ、課題の解決を援助するための総合的な人材育成計画が必要であり、計画は人事評価制度導入の前提となる。計画が策定・実施されており内容も納得できるとしたのは29％、それに対し、策定されているが内容は不十分または実施されていないは38％、計画が策定されていないは28％となっている（表２）。2012年と比較して、計画が策定されていない単組が４ポイント減少したものの、前回調査と同様に内容は不十分または実施されていない、および策定されていないと回答する単組が未だ約７割を占めていることは問題である。

表２

	団　体　区　分
	人事評価制度導入の前提となるべき、継続的な能力開発が可能となるような「総合的人材育成計画」が策定・実施されていますか？

	
	策定・実施されており、内容も納得できる
	策定されているが、内容は不十分。または実施されていない
	計画は策定されていない

	都道府県
	5
	17
	9

	県都・政令市
	10
	15
	5

	都市・特別区
	85
	129
	73

	町　　　　　　村
	58
	43
	57

	事務組合広域連合
	2
	2
	11

	総合計
	160
	206
	155

	
	
	
	

	総合計÷実施単組数（544）
	29％
	38％
	28％

	2012年調査総合計
	30％
	36％
	32％


3.　人事評価制度の目的

　　人事評価制度の目的の明確性については、おおむね明確としたのは61％、明確ではないとしたのは34％である。また、目的の納得性については、おおむね納得できるとしたのは50％、納得いくものとはいえないとしたのは43％である。納得性については前回調査から４ポイント増加、明確ではない、納得いくものとはいえないとした単組が５ポイント低下しており、前回調査に比べて改善がみられる（表３）。

表３

	団　体　区　分
	①目的の明確性
	②目的の納得性

	
	概ね、明確である
	明確になっているとはいえない
	概ね、納得いくものである
	納得いくものとはいえない

	都道府県
	21
	9
	12
	17

	県都・政令市
	18
	12
	14
	15

	都市・特別区
	179
	109
	149
	138

	町　　　　　　村
	106
	48
	96
	54

	事務組合広域連合
	6
	9
	3
	12

	総合計
	330
	187
	274
	236

	
	
	
	
	

	総合計÷実施単組数（544）
	61％
	34％
	50％
	43％

	2012年調査総合計
	57％
	39％
	46％
	48％


4.　評価結果の活用分野と対象職種

　　評価結果の活用分野は、「任用」「給与」ともに前回とほぼ変わっていない。「人材育成・能力開発」については62％が活用分野に挙げており、前回から微増となった（表４－１）。

表４－１

	団　体　区　分
	①評価結果の活用分野

	
	任　　　　用
	給　　与
	人材育成・能力開発
	その他（具体的に記載）

	
	昇　任
	昇　格
	配　置

転　換
	降　任
	免　職
	昇　給
	勤勉手当の成績率
	
	

	都道府県
	19
	19
	14
	6
	5
	21
	25
	21
	4

	県都・政令市
	16
	16
	11
	6
	3
	14
	11
	21
	4

	都市・特別区
	124
	122
	91
	28
	17
	102
	138
	187
	29

	町　　　　　　村
	56
	54
	46
	19
	8
	54
	74
	99
	11

	事務組合広域連合
	5
	5
	3
	2
	0
	4
	5
	8
	2

	総合計
	220
	216
	165
	61
	33
	195
	253
	336
	50

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	総合計÷実施単組数（544）
	40％
	40％
	30％
	11％
	6％
	36％
	47％
	62％
	9％

	2012年調査総合計
	39％
	38％
	31％
	12％
	7％
	35％
	45％
	60％
	11％


　　評価対象の職種・職域については、全部の職種・職域を対象としているのは62％と最も多い。一方、行政職（32％）、現業職（12％）、看護職（６％）、福祉職（８％）など、限定して導入している単組もあった。なお、その他としては、医療職以外の全職種対象、消防職、教育職（幼稚園教諭）などが挙げられている（表４－２）。

表４－２

	団　体　区　分
	②評価対象の職種・職域

（複数選択有）

	
	全部の職

種・職域
	一部の職種・職域

	
	
	行政職
	現業職
	看護職
	福祉職
	その他

	都道府県
	24
	5
	2
	2
	2
	1

	県都・政令市
	17
	12
	5
	3
	4
	3

	都市・特別区
	180
	109
	45
	22
	29
	26

	町　　　　　　村
	112
	42
	10
	4
	7
	8

	事務組合広域連合
	6
	6
	2
	0
	0
	3

	総合計
	339
	174
	64
	31
	42
	41

	
	
	
	
	
	
	

	総合計÷実施単組数（544）
	62％
	32％
	12％
	6％
	8％
	8％

	2012年調査総合計
	59％
	36％
	14％
	7％
	9％
	2％


5.　評価内容と被評価者の職位

　　評価手法として使われているのは、高い順に、能力評価（折衝・対応力、指導力、理解・判断力、企画力、知識・技能など）が83％、仕事の成果、実績などの業績評価が73％、目標管理手法による業績評価が73％、態度評価が59％、コンピテンシーによる能力評価が20％となっている（表５－１）。職位ごとの評価手法をみると、一般職（係長以下）、係長級、課長補佐級、課長級と職位が上がるにしたがって、ほとんどの項目で割合が増加している。なお、職位ごとの評価手法の優先順位は課長級、係長級で前回の２位（目標管理）と３位（業績評価）が入れ替わり、全体でも２位（目標管理）と３位（業績評価）の入れ替わりが起きている（表５－２）。

表５－１

	団　体　区　分
	業績評価（仕事の成果、実績など）
（複数選択有）
	目標管理手法による業績評価
（複数選択有）

	
	統　計
	課長級
	課長補佐級
	係長級
	一般職（係長以下）
	統　計
	課長級
	課長補佐級
	係長級
	一般職（係長以下）

	都道府県
	
	21
	19
	17
	15
	
	24
	24
	23
	22

	県都・政令市
	
	25
	20
	21
	17
	
	23
	16
	17
	12

	都市・特別区
	
	214
	167
	163
	135
	
	221
	177
	171
	135

	町　　　　　　村
	
	116
	97
	94
	86
	
	108
	87
	81
	70

	事務組合広域連合
	
	11
	8
	8
	7
	
	10
	8
	8
	7

	総合計
	
	387
	311
	303
	260
	
	386
	312
	300
	246

	統計合計
	396
	
	
	
	
	398
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	総合計÷実施単組数（544）
	　
	71％
	57％
	56％
	48％
	　
	71％
	57％
	55％
	45％

	統計合計÷実施単組数（544）
	73％
	　
	　
	　
	　
	73％
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2012年調査
	　
	70％
	53％
	51％
	43％
	　
	72％
	56％
	53％
	42％


	団　体　区　分
	能力評価（折衝・対応力、指導力、理解・判断力、企画力、知識・技能など）
（複数選択有）
	コンピテンシーによる能力評価
（複数選択有）

	
	統　計
	課長級
	課長補佐級
	係長級
	一般職（係長以下）
	統　計
	課長級
	課長補佐級
	係長級
	一般職（係長以下）

	都道府県
	
	27
	28
	27
	26
	
	4
	3
	3
	3

	県都・政令市
	
	22
	20
	22
	20
	
	6
	3
	3
	4

	都市・特別区
	
	238
	203
	208
	193
	
	58
	41
	42
	37

	町　　　　　　村
	
	133
	118
	113
	104
	
	32
	26
	24
	20

	事務組合広域連合
	
	11
	9
	9
	8
	
	2
	1
	1
	1

	総合計
	
	431
	378
	379
	351
	
	102
	74
	73
	65

	統計合計
	453
	
	
	
	
	110
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	総合計÷実施単組数（544）
	　
	79％
	69％
	70％
	65％
	　
	19％
	14％
	13％
	12％

	統計合計÷実施単組数（544）
	83％
	　
	　
	　
	　
	20％
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2012年調査
	　
	81％
	69％
	67％
	61％
	　
	21％
	15％
	14％
	13％


	団　体　区　分
	態度評価
（複数選択有）
	その他
（複数選択有）　　　　　　　　　　　

	
	統　計
	課長級
	課長補佐級
	係長級
	一般職（係長以下）
	統　計
	課長級
	課長補佐級
	係長級
	一般職（係長以下）

	都道府県
	　
	13
	13
	13
	13
	　
	2
	2
	2
	2

	県都・政令市
	　
	18
	14
	16
	14
	　
	2
	0
	0
	0

	都市・特別区
	　
	168
	142
	146
	133
	　
	27
	20
	22
	13

	町　　　　　　村
	　
	93
	80
	78
	70
	　
	6
	4
	4
	4

	事務組合広域連合
	　
	10
	6
	6
	5
	　
	2
	0
	0
	0

	総合計
	　
	302
	255
	259
	235
	　
	39
	26
	28
	19

	統計合計
	319
	　
	　
	　
	　
	43
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	総合計÷実施単組数（544）
	　
	56％
	47％
	48％
	43％
	　
	7％
	5％
	5％
	3％

	統計合計÷実施単組数（544）
	59％
	　
	　
	　
	　
	8％
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2012年調査
	　
	58％
	47％
	46％
	41％
	　
	9％
	5％
	5％
	4％


表５－２

	
	１位
	２位
	３位
	４位
	５位

	全　　　体
	能　　力
	業　　績
	目標管理
	態　　度
	コンピテンシー

	課　長　級
	能　　力
	業　　績
	目標管理
	態　　度
	コンピテンシー

	課長補佐級
	能　　力
	目標管理
	業　　績
	態　　度
	コンピテンシー

	係　長　級
	能　　力
	業　　績
	目標管理
	態　　度
	コンピテンシー

	一　般　職
	能　　力
	業　　績
	目標管理
	態　　度
	コンピテンシー


6.　多面評価・面談の実施（表６）

　　直接の上司だけが評価するのではなく、仕事で関連する他の部署の上司や部下など、複数の評価者がいることでまちがいのリスクを減じ、客観性を高めることが可能となる。そのため、多面評価の実施が望ましいと考えるが、実施している単組は13％（69）にすぎず、前回とほとんど変わらない結果となった。評価にあたり、「納得性」を確保するため「評価者と被評価者が対話すること」が求められるが、面談をどの段階で実施しているかについては、期首が47％、期中（中間）が46％、期末（判定時）が49％、期末（判定後）が26％、不定期が７％だった。指導・助言等のためのフォローアップ面談については、実施しているとしたのは52％であり、前回より僅かながら下落している。

表６

	団　体　区　分
	④多面評価（係長、一般職を対象に上司、同僚、部下らによる評価）
	⑤面談の実施
	⑥指導・助言等のためのフォローアップ面談

	
	実施している
	実施していない
	期首に実施
	期中（中間）に実施
	期末（判定時）に実施
	期末（判定後）に実施
	不定期に実施
	実施している
	実施していない

	都道府県
	4
	23
	23
	17
	15
	15
	1
	18
	10

	県都・政令市
	4
	25
	17
	23
	14
	9
	2
	20
	7

	都市・特別区
	38
	215
	151
	145
	163
	72
	18
	162
	115

	町　　　　　　村
	22
	107
	63
	61
	70
	41
	15
	76
	72

	事務組合広域連合
	1
	13
	3
	3
	4
	5
	3
	8
	7

	総合計
	69
	383
	257
	249
	266
	142
	39
	284
	211

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	総合計÷実施単組数（544）
	13％
	70％
	47％
	46％
	49％
	26％
	7％
	52％
	39％

	2012年調査総合計
	12％
	71％
	47％
	44％
	47％
	25％
	7％
	53％
	38％


7.　評価基準の公表と分かりやすさ（表７）

　　評価基準の職員への公表については、前回とほぼ同じ68％が公表している、26％が公表していないと回答した。どのような評価項目についてどのような評価基準で評価されるのか、職員があらかじめ知っていることが評価制度の必要条件であることから、依然として約３割の自治体が評価基準を職員に公表していないのはたいへん問題がある。評価基準の分かりやすさは、概ね分かり易いとしたのが44％であり、前回から微減し、未だ半数以下である。業務経験の長短への公平な配慮がされているかについては、配慮されているとしたのが38％、突発的業務が発生した場合への公平な配慮がされているかについては、配慮されているとしたのが39％であり、前回から微増であった。育児休業・育児短時間勤務取得の職員などへの公平な配慮がされているかについては、配慮されているとしたのが51％であり、前回より増加しているものの、依然制度として未完成な部分が多く残されていることを示している。

表７

	団　体　区　分
	⑦評価基準の職員への公表
	⑧評価基準の分かり易さ
	⑨業務経験の長短への公平な配慮
	⑩突発的業務が発生した場合への公平な配慮
	⑪育児休業・育児短時間勤務取得の職員などへの公平な配慮
	⑫障がい者への配慮

	
	公表している
	公表していない
	概ね、

分かり易い
	分かりにくい
	配慮されている
	配慮されていない
	配慮されている
	配慮されていない
	配慮されている
	配慮されていない
	配慮されている
	配慮されていない

	都道府県
	28
	2
	10
	14
	6
	16
	13
	11
	15
	9
	12
	12

	県都・政令市
	23
	6
	14
	14
	11
	13
	10
	14
	16
	10
	15
	10

	都市・特別区
	215
	68
	135
	139
	113
	146
	118
	131
	150
	97
	117
	119

	町　　　　　　村
	97
	54
	77
	67
	75
	66
	67
	75
	88
	52
	58
	66

	事務組合広域連合
	5
	10
	3
	10
	4
	6
	3
	6
	6
	3
	3
	3

	総合計
	368
	140
	239
	244
	209
	247
	211
	237
	275
	171
	205
	210

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	総合計÷実施単組数（544）
	68％
	26％
	44％
	45％
	38％
	45％
	39％
	44％
	51％
	31％
	38％
	39％

	2012年調査総合計
	67％
	27％
	47％
	42％
	38％
	45％
	37％
	44％
	48％
	32％
	37％
	39％


8.　評価結果の開示（表８）

　　評価の結果が被評価者のキャリア形成に影響を与える以上、評価者は被評価者に対して説明責任を負う。根拠をもって行った評価なら本人に説明できるはずであり、逆に本人に開示できない評価は根拠が薄弱である可能性が高いとも言えることになる。評価結果の本人開示について、全員に開示しているのは48％、希望者に開示しているのは26％であり、前回から微増した。開示しないとの回答が前回から僅かに下がって20％となったものの、依然として２割もあることは問題である。

　　開示方法については、上司による面談で開示としたのが54％と最も多く、文書による通知は18％にすぎない。評価結果の説明責任の明確化のためには、面談とあわせて文書通知の徹底を求めていくことが必要である。なお、開示対象は一次評価結果が45％、二次が46％、三次（または最終）が21％であり、前回と比べ一次が減少し、二次・三次が増加している。開示対象は最低限、三次（または最終）評価であり、できれば二次評価までを含めることが納得性を高めることとなる。

表８

	団　体　区　分
	⑬評価結果の本人開示

	
	本人開示
	開示方法
	開示対象

	
	全員に開示
	希望者に開示
	開示しない
	上司による面談での開示
	人事担当者による面談
	文書による通知
	一次評価結果
	二次評価結果
	三次評価結果

	都道府県
	16
	11
	4
	24
	1
	6
	16
	17
	7

	県都・政令市
	15
	9
	7
	14
	4
	7
	11
	14
	8

	都市・特別区
	151
	79
	57
	160
	25
	61
	147
	140
	56

	町　　　　　　村
	73
	39
	37
	88
	7
	22
	68
	74
	39

	事務組合広域連合
	7
	2
	4
	10
	0
	0
	4
	3
	3

	総合計
	262
	140
	109
	296
	37
	96
	246
	248
	113

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	総合計÷実施単組数（544）
	48％
	26％
	20％
	54％
	7％
	18％
	45％
	46％
	21％

	2012年調査総合計
	47％
	26％
	21％
	53％
	8％
	18％
	48％
	42％
	18％


9.　評価結果の人員分布の労働組合への提示

　　評価結果の「人員分布」の労働組合への提示（または職員への公表）は前回同様23％と低いが、透明性確保のためには、組合として当局に提示を求めることが極めて重要である（表９）。

               表９

	団　体　区　分
	⑭評価結果「人員分布」の労働組合への提示（又は職員への公表）

	
	あり
	なし

	都道府県
	12
	19

	県都・政令市
	10
	18

	都市・特別区
	71
	209

	町　　　　　　村
	27
	117

	事務組合広域連合
	3
	12

	総合計
	123
	375

	
	
	

	総合計÷実施単組数（544）
	23％
	69％

	2012年調査総合計
	23％
	70％


10. フォロー施策の実施

　　評価結果が良くない職員への研修等のフォロー施策については、集合研修を実施しているのは３％(19)、日常的指導を実施しているのは30％（165）であった。また、そのフォロー施策の納得性については、納得できると回答したのは15％（27）にすぎず、納得できるものとはいえないとしたのは31％（57）であり、フォロー施策に名を借りた退職強要が疑われるとしたところも、少数ではあるがあった（表10）。フォロー施策の実施は増加傾向にあるものの、より納得性の高い施策が求められる。

表10

	団　体　区　分
	⑮評価結果が良くない職員への研修等のフォロー施策

	
	集合研修を実施
	日常的指導を実施
	実施していない
	フォロー施策は納得できるものである
	フォロー施策は納得できるものとは言えない
	フォロー施策に名を借りた退職強要も疑われる

	都道府県
	3
	17
	12
	3
	6
	2

	県都・政令市
	2
	14
	11
	4
	8
	0

	都市・特別区
	7
	95
	167
	13
	29
	1

	町　　　　　　村
	7
	37
	104
	7
	13
	1

	事務組合広域連合
	0
	2
	12
	0
	1
	0

	総合計
	19
	165
	306
	27
	57
	4

	
	
	
	
	
	
	

	総合計÷実施単組数（544）
	3％
	30％
	56％
	　
	　
	　

	÷フォロー実施単組数（184）
	　
	　
	　
	15％
	31％
	2％

	2012年調査総合計
	4％
	29％
	56％
	　
	　
	　

	2012年調査
	　
	　
	　
	14％
	36％
	3％


11. 評価者訓練の実施

　　公正・公平な評価のためには評価者訓練を十分に繰り返し行う必要があるが、評価者訓練の実施状況については、定期的かつ概ね十分な内容で実施されているとしたのは前回から微増したものの21％にとどまった。一方、定期的だが十分な内容になっていないとしたのは28％、不定期に実施としたのは36％、加えて、９％が全く実施していないとしており、前回同様、非常に問題があるものとなっている（表11）。

表11

	団　体　区　分
	⑯評価者訓練（研修会・説明会）

	
	定期的かつ、概ね十分な内容で実施
	定期的だが、十分な内容にはなっていない
	不定期に実施する
	全く実施していない

	都道府県
	5
	20
	3
	0

	県都・政令市
	6
	18
	6
	0

	都市・特別区
	67
	90
	105
	17

	町　　　　　　村
	34
	21
	77
	24

	事務組合広域連合
	1
	2
	3
	6

	総合計
	113
	151
	194
	47

	
	
	
	
	

	総合計÷実施単組数（544）
	21％
	28％
	36％
	9％

	2012年調査総合計
	19％
	29％
	33％
	11％


12. 労使協議・交渉の実施（表12）

　　労働組合は、能力・実績を重視した人事制度と人事評価制度について、その基準を適用・運用した結果としての、直接的・間接的差別や格差が発生しないようにする必要がある。そのため、制度設計時や導入後の労使協議・交渉が不可欠である。制度導入前（制度設計・要綱作成段階）の労使交渉・協議については、実施したとしたのが77％（416）で、そのうち、労使検討委員会等の機関を設置し実施したのは22％（119）、交渉・協議を行ったのは55％（297）であり、ほぼ前回同様の結果となった。それに対し、実施しなかったとしたのが21％（112）で、そのうち交渉・協議を求めたが当局が応じなかったのは８％（41）、交渉・協議を当局に求めなかったのは13％（71）であった。また、制度導入後の運用・制度改善のための労使交渉・協議の実施割合もほとんど増加していない。４原則２要件を具備した人事評価制度の導入・実施のためには、労使での十分な交渉・協議は絶対不可欠であり、実施できていない単組においては、その実現に早急に取り組むことが必要である。

表12

	団　体　区　分
	①制度導入前（制度設計・要綱作成段階）の労使交渉・協議　※試行期間中も含む
	②制度導入後の運用・制度改善のための労使交渉・協議

	
	実施した
	実施しなかった
	実施している
	実施していない

	
	労使検討委員会等の機関を設置し実施した
	交渉・協議による実施
	交渉・協議を当局に求めたが応じなかった
	交渉・協議を当局に求めなかった
	労使検討委員会等の機関を設置している
	交渉・協議による実施
	交渉・協議を当局に求めたが応じなかった
	交渉・協議を一度も求めていない

	都道府県
	11
	21
	2
	0
	10
	19
	0
	3

	県都・政令市
	6
	21
	4
	1
	6
	19
	4
	2

	都市・特別区
	75
	165
	21
	30
	50
	150
	30
	52

	町　　　　　　村
	25
	82
	13
	35
	18
	58
	9
	56

	事務組合広域連合
	2
	8
	1
	5
	2
	6
	1
	6

	総合計
	119
	297
	41
	71
	86
	252
	44
	119

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	総合計÷実施単組数（544）
	22％
	55％
	8％
	13％
	16％
	46％
	8％
	22％

	2012年調査総合計
	21％
	57％
	8％
	13％
	14％
	46％
	9％
	23％


13. 苦情相談・解決制度（表13）

　　苦情相談・解決制度については、整備されているとしたのは44％（242）と２ポイントではあるが上昇した。一方で整備の予定はないとしたのが26％（140）あり、非常に問題である。また、苦情処理機関としては、人事委員会または公平委員会としたのが最も多く、22％（122）であり、労働組合の役員または推薦者が参加する機関として設置されているのは13％（73）にとどまっている。地公労法第13条の苦情処理共同調整会議を苦情処理機関としているのは４％（22）である。評価結果を修正する勧告等の権限については、あるとしたのは19％（105）であり、労働組合の役員または推薦者が参加する苦情処理機関の設置とともに、修正勧告等の権限について盛り込んでいくことが重要である。また、苦情申し立ての事例については、あるとしたのは11％（58）であった。

表13

	団　体　区　分
	①制度の整備状況
	②苦情処理機関
	③評価結果を
　修正する勧
　告等の権限
	④苦情申立の
　事例

	
	整備さ
れてい
る　　
	整備の
予定　
	整備の
予定は
ない　
	労働組
合の役
員又は
推薦者
が参加
する機
関　　
	人事委
員会又
は公平
委員会
	地公労
法第13
条でい
う苦情
処理共
同調整
会議　
	その他
	あり
	なし
	あり
	なし

	都道府県
	23
	4
	2
	1
	12
	4
	13
	12
	13
	10
	14

	県都・政令市
	13
	4
	10
	1
	10
	1
	10
	6
	18
	4
	20

	都市・特別区
	140
	66
	64
	39
	69
	8
	97
	61
	147
	34
	191

	町　　　　　　村
	63
	29
	57
	30
	29
	7
	36
	25
	103
	10
	127

	事務組合広域連合
	3
	2
	7
	2
	2
	2
	3
	1
	8
	0
	11

	総合計
	242
	105
	140
	73
	122
	22
	159
	105
	289
	58
	363

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	総合計÷実施単組数（544）
	44％
	19％
	26％
	13％
	22％
	4％
	29％
	19％
	53％
	11％
	67％

	2012年調査総合計
	42％
	21％
	29％
	11％
	24％
	4％
	28％
	18％
	54％
	10％
	67％


14. 制度設計方法（表14）

　　評価項目・評価基準が適切か否かは評価制度の根幹である。妥当性は現場の業務内容に精通した職員が関与し、労働組合との交渉・合意によって精査される必要がある。民間業者への丸投げ、お仕着せの評価項目・評価基準では評価の客観性は確保できない。制度設計にあたって民間業者への委託を行わなかったのは64％（347）、委託を一部に留めているのは12％（66）、委託により大部分を設計したのは15％（81）、となっており前回とほぼ同様の結果となった。

表14

	団　体　区　分
	委託を行っていない
	委託を一部に留めている
	委託により大部分を制度設計した

	都道府県
	25
	1
	2

	県都・政令市
	20
	3
	5

	都市・特別区
	177
	50
	44

	町　　　　　　村
	114
	10
	29

	事務組合広域連合
	11
	2
	1

	総合計
	347
	66
	81

	
	
	
	

	総合計÷実施単組数（544）
	64％
	12％
	15％

	2012年調査総合計
	65％
	11％
	15％


15. 職場実態への適合と制度の現在および今後の課題

　　組合の視点から見て、評価制度・評価基準は職場実態を踏まえたものになっているかについては、どちらかというと職場実態を踏まえているとしたのは32％（174）であり、踏まえていないとした56％（304）との差が依然として大きく、職場実態を踏まえたものとなるよう、制度の具体的な見直しが重要となっている（表15－１）。

　　現在および今後の課題としては、多い順に、評価者の制度・実施要領に関する十分な理解78％、被評価者の制度・実施要領に関する十分な理解68％、評価結果が良好でない職員へのフォロー施策の充実53％、評価項目・基準等の改善46％、制度導入・運用または検証などのための労使協議機関の設置35％、苦情処理機関の創設35％、制度の簡素化34％、当局から拒否されている労使交渉・協議の実現７％となっている（表15－２）。その他としては、「透明性の確保」や「賃金への反映阻止」などが挙げられているとともに「評価者の資質の向上」なども指摘されている。

              表15－１

	団　体　区　分
	どちらかと言うと、職場実態を踏まえている
	どちらかと言うと、職場実態を踏まえていない

	都道府県
	8
	20

	県都・政令市
	11
	17

	都市・特別区
	93
	168

	町　　　　　　村
	59
	88

	事務組合広域連合
	3
	11

	総合計
	174
	304

	
	
	

	総合計÷実施単組数（544）
	32％
	56％

	2012年調査総合計
	33％
	56％


表15－２

	団　体　区　分
	評価者の制度・実施要領に関する十分な理解
	被評価者の制度・実施要領に関する十分な理解
	評価項目・基準等の改善
	評価結果が良好でない職員へのフォロー施策の充実
	制度の簡素化
	苦情処理機関の創設
	当局から拒否されている労使交渉・協議の実現
	制度導入・運用又は検証などのための労使協議機関の設置
	その他

	都道府県
	25
	17
	18
	16
	11
	9
	3
	13
	6

	県都・政令市
	26
	22
	15
	12
	14
	16
	4
	9
	5

	都市・特別区
	235
	205
	144
	166
	110
	113
	19
	115
	28

	町　　　　　　村
	130
	116
	67
	91
	43
	49
	11
	50
	7

	事務組合広域連合
	10
	9
	8
	6
	5
	6
	1
	5
	1

	総合計
	426
	369
	252
	291
	183
	193
	38
	192
	47

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	総合計÷実施単組数（544）
	78％
	68％
	46％
	53％
	34％
	35％
	7％
	35％
	9％

	2012年調査総合計
	75％
	66％
	45％
	53％
	34％
	37％
	9％
	37％
	2％


16. 昇給区分および勤勉手当の成績率の運用（表16）

　　この調査の冒頭に、勤務成績に応じた昇給制度や勤勉手当の成績率への勤務成績の反映状況を確認するため、年齢、経験年数、昇任などの要件で運用しているのか又は何らかの勤務成績の判定により運用しているのか、すべての自治体等単組を対象に回答を求めた。まず、標準昇給４号（良好）を超える昇給区分の運用についてであるが、４号（良好）を超える昇給区分は運用していないとしたのが前回同様57％ともっとも多く、続いて年齢、経験年数、昇任などの要件で運用としたのが21％だった。それに対し、何らかの勤務成績の判定により運用としたのは13％、年齢等の要件と勤務成績の判定との組み合わせにより運用としたのは７％だった。

表16

	団　体　区　分
	1.　すべての自治体単組に伺います

	
	①標準昇給４号（良好）を超える昇給区分の運用はどうされていますか？

＊いずれかに○をつけて下さい

（以下同様）

	
	年齢、経験年数、昇任などの要件で運用
	何らかの勤務成績の判定により運用
	左記２つの組み合わせにより運用
	４号（良好）を超える昇給区分は運用していない

	都道府県
	12
	9
	9
	12

	県都・政令市
	12
	6
	6
	12

	都市・特別区
	103
	82
	42
	256

	町　　　　　　村
	96
	44
	26
	329

	事務組合広域連合
	14
	4
	2
	47

	総合計
	237
	145
	85
	656

	
	
	
	
	

	総合計÷回収単組数（1141）
	21％
	13％
	7％
	57％

	2012年調査総合計
	19％
	11％
	7％
	45％


　Ⅲ　まとめ

　今回2012年以来２年ぶりの調査となったが、新たな人事評価制度を実施・試行している自治体単組の割合は前回調査と同様であった。すでに約半数で導入（試行含む）されており、とくに、都道府県では74％、市、区では導入率が65％に達している。この間の自治労の対応方針の最大の課題は、４原則２要件を具備した人事評価制度とするため、新たな人事評価制度の試行、実施、制度運用の改善に労働組合がきちんと関与することであった。しかし、今回の調査結果でも制度導入前、導入後ともに労使交渉・協議の実施率はほとんど上がっていない。

　当然、新たな人事評価制度の導入に労働組合が関与しない自治体では、制度に対する職員・組合員の理解、信頼、納得は得られるはずがない。今後地公法が改正されれば導入の動きは一気に広がることになるため、導入時及び導入後の制度運用に関して、労働組合の十分な関与によって職員・組合員の理解、信頼、納得が得られるような制度の設計、改善・再構築を実現することが可能な体制を早急に築かなければならない。

　人事評価結果の任用、給与等への活用については、この間の自治労・公務労協と総務省の協議において確認された「人事評価結果の活用等は交渉事項である」という到達点を踏まえとくに慎重かつ十分に労使交渉・協議を行っていく必要がある。

　また、制度導入後の課題として、評価結果の開示やフォロー施策の実施、苦情処理機関の整備などが不十分であるとの回答が依然として多く見られるため、先進例に倣って、具体的な対策を行っていくことが今後の課題である。
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